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○相楽郡広域事務組合廃棄物の処理及び清掃に関する条例 

（昭和５６年８月制定） 

改正 昭和５７年１２月１０日条例第３号  昭和６１年 ６月 ７日条例第２号 

平成 元年 ３月１７日条例第２号  平成 ３年１２月２６日条例第３号 

                 平成 ９年 ９月 ５日条例第４号  平成１０年 ３月 ９日条例第２号 

                 平成１２年１２月２０日条例第３号  平成１４年１２月１９日条例第２号 

平成１９年 ３月 ７日条例第６号  平成２０年 ６月 ３日条例第１号 

平成２２年１１月３０日条例第１号  平成２４年１１月２６日条例第５号 

平成２５年１２月２８日条例第３号  平成２７年 ２月２５日条例第２号 

平成３１年 ２月２２日条例第２号 

（趣旨） 

第１条 この条例は、法令に定めるもののほか、相楽郡広域事務組合構成市町村（以下｢組合市町村｣ 

という。）における廃棄物の処理及び清掃に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第 

１３７号。以下｢法｣という。）及び浄化槽法（以下｢（○浄）法｣という。）の例による。 

（清潔の保持） 

第３条 土地又は建物の占有者（占有者がない場合は代表理事とする。）は、その土地又は建物内の 

便槽の衛生的維持管理に努めなければならない。 

（一般廃棄物の処理計画） 

第４条 代表理事は、法第６条第１項の規定による一定の計画を定め、毎年度の初めに告示する。 

２ 前項に規定する事項に重要な変更があったときは、その都度告示する。 

（収集運搬の委託） 

第５条 代表理事は、前条第１項の処理計画の範囲内において、し尿の収集及び運搬を業者に委託 

することができる。 

２ 代表理事は、委託業者が法及び条例に違反したときは、委託契約の全部又は一部を解除すること

ができる。 

３ 委託に関する必要事項は、規則で定める。 

（住民の協力義務） 

第６条 法第６条第１項に規定する区域内の土地又は建物の占有者は、その土地又は建物内のし尿 

のうち自から処分しないものについては、代表理事の指示する方法に従わなければならない。 

（多量のし尿） 

第７条 法第６条第５項の規定による多量のし尿を運搬すべき場所及び方法の指示に関し、必要な 

事項については規則で定める。 

（廃棄物の自己処理の基準） 

第８条 占有者は、廃棄物を自ら運搬し、又は処分するときは、廃棄物の処理及び清掃に関する法 

律施行令（昭和４６年政令第３００号）第３条に定める基準に従い処理しなければならない。 

（し尿の処理手数料） 

第９条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２７条の規定によるし尿の収集運搬及び処分 
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については、次の各号に掲げる手数料を徴収する。ただし、第１号に掲げる手数料は、地方自治法

第２５２条の１４第１項の規定に基づく事務の委託により、組合を組織する地方公共団体が徴収す

る。 

 （１）ふん尿（家畜のふん尿を除く。）の収集、運搬及び処分 

   １０リットルにつき     １２８円 

 （２）汚でい 

   １，８００リットルにつき    ３，６００円 

 （許可申請手数料） 

第１０条  ○浄法第３５条の規定による浄化槽清掃業の許可を受けようとする者及び○浄法第３５条の 

許可を有する者で法第７条第１項の規定による一般廃棄物処理業の許可を受けようとする者又は

当該許可を受けた者で許可証の再交付を受けようとする者は、申請の際、次の各号に定める額の手

数料を納付しなければならない。 

 （１）浄化槽清掃業許可申請手数料   １件につき １０，０００円 

 （２）一般廃棄物処理業許可申請手数料 １件につき １０，０００円 

 （３）前２号の許可証再交付申請手数料 １件につき  ６，０００円 

２ 既納の手数料は返還しない。 

（清掃指導員） 

第１１条  生活環境の保全のため清掃思想の普及、処理業者等の指導、立入検査等を行わせるため、 

組合並びに構成市町村に清掃指導員を置く。 

２ 清掃指導員は、組合職員並びに構成市町村職員のうちから代表理事が任命又は委嘱する。 

３ 清掃指導員は、つねにその身分を示す証票（別記様式）を携帯し、その呈示を求められたときは、

これを呈示しなければならない。 

（報告の徴収） 

第１２条  処理業者は、その業に係るし尿の処理費及び処理方法又は浄化槽の点検及び清掃に関し 

て規則の定めるところにより報告しなければならない。 

（技術管理者の資格） 

第１３条 法第２１条第３項の規定による条例で定める資格は、次のとおりとする。 

（１）技術士法（昭和５８年法律第２５号）第２条第１項に規定する技術士（化学部門、上下水道 

部門又は衛生工学部門に係る第２次試験に合格した者に限る。） 

（２）技術士法第２条第１項に規定する技術士（前項に該当する者を除く。）であって、１年以上 

廃棄物の処理に関する技術上の実務に従事した経験を有するもの 

（３）廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則（昭和４６年厚生省令第３５号）第８条の１７ 

第２号イからチまでに掲げる者 

（４）前３号に掲げる者と同等以上の知識及び技能を有すると認められる者 

（施行規定） 

第１４条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 
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附 則 

 この条例は、公布の日から施行し、昭和５６年８月１日から適用する。 

附 則（昭和５７年条例第３号） 

 この条例は、公布の日から施行し、昭和５８年４月１日から適用する。 

附 則（昭和６１年条例第２号） 

 この条例は、公布の日から施行し、昭和６１年８月１日から適用する。 

附 則（平成元年条例第２号） 

 この条例は、公布の日から施行し、平成元年４月１日から適用する。 

附 則（平成３年条例第３号） 

 この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成９年条例第４号） 

 この条例は、公布の日から施行し、平成９年１１月１日から適用する。 

附 則（平成１０年条例第２号） 

 この条例は、公布の日から施行し、平成１０年４月１日から適用する。 

附 則（平成１２年条例第３号） 

 この条例は、公布の日から施行し、平成１３年４月１日から適用する。 

附 則（平成１４年条例第２号） 

 この条例は、公布の日から施行し、平成１４年４月１日から適用する。 

附 則（平成１９年条例第６号） 

 この条例は、公布の日から施行し、平成１９年３月１２日から適用する。 

附 則（平成２０年条例第１号） 

 この条例は、公布の日から施行し、平成２０年１０月１日から適用する。 

附 則（平成２２年条例第１号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２３年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行前、改正前の相楽郡広域事務組合廃棄物の処理及び清掃に関する条例（以下「旧 

条例」という。）第９条の規定により徴収した旧条例第９条第１項第１号の手数料にかかるし尿 

くみ取り券は、この条例の施行後も効力を有するものとする。ただし、その効力は、し尿くみ取り 

券の還付に限る。 

附 則（平成２４年条例第５号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２５年条例第３号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２７年条例第２号） 

この条例は、平成２７年４月１日から施行する。ただし、第１項の規定は、平成２７年１０月１日

から施行する。 

附 則（平成３１年条例第２号） 

この条例は、平成３１（２０１９）年１０月１日から施行する。 
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別記様式 

 

（表面） 

 

（裏面） 

         

契 

印 

 

身  分  証  明  書 

 

 下記の者は、相楽郡広域事務組合清掃指導員であることを証明する。 

記 
 

 

  氏  名 

  生年月日      年  月  日生 

        平成  年  月  日発行 

 

     発行者 京都府木津川市木津上戸１５番地 

                相楽郡広域事務組合代表理事 

 

 

１ この証明書を携帯する者は、相楽郡広域事務組合廃棄物の処理及び清掃に関する条例第１１条第１

項に定める清掃指導員で、生活環境の保全のため、清掃思想の普及、業者の指導及び立入検査を行う

ものである。 

 

２ この証明書は、清掃指導に従事するときは必ず携帯し、関係者の請求があったときこれを呈示しな

ければならない。 

 

３ この証明書は、他人に貸与し、又は譲渡することはできない。 

 

４ この証明書を紛失したときは、直ちに発行者に届けでなければならない。 

 

５ この証明書は、新たな証明書の交付を受けたとき、又はその資格を失ったときは、直ちに返還しな

ければならない。 
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